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表紙

第41回定時株主総会招集ご通知に際しての
電子提供措置事項

・ 連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表

・ 計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書面交付

請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）

への記載を省略しております。

株式会社ワコム
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連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

①　連結子会社の数 10社

②　連結子会社の名称 ワコムヨーロッパ

ワコムテクノロジー

ワコムチャイナ

ワコムコリア

ワコムオーストラリア

ワコムホンコン

ワコムシンガポール

ワコムタイワンインフォメーション

ワコムインディア

ワコムベトナムサイエンスアンドテクノロジー

③　連結の範囲の変更 　当連結会計年度より、新たに設立したワコムベトナムサイエンスア

ンドテクノロジーを連結の範囲に含めております。

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、ワコムチャイナの決算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しており

ます。

なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

－ 1 －
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連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

市場価格のない株式等以外の

もの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等 　移動平均法による原価法を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

建物及び構築物 ３～57年

機械装置及び運搬具 ３～７年

工具、器具及び備品 ２～20年

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

ロ．デリバティブ 　時価法を採用しております。

ハ．棚卸資産 　当社は主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を、また、在外連結

子会社は主として総平均法による低価法を採用しております。

ロ．無形固定資産 　定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっております。

ハ．使用権資産 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 　債権の貸倒損失に備えるため、当社は一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。また、在外連結

子会社は主として特定の債権について回収不能見込額を計上してお

ります。

ロ．賞与引当金 　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の

当連結会計年度負担額を計上しております。

ハ．役員賞与引当金 　役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込

額に基づき計上しております。
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ニ．製品保証引当金 　製品保証に伴う費用の支出に備えるため、過去の実績率に基づき

発生見込額を計上しております。

ホ．買付契約評価引当金 　製品販売市場での急激な需要低迷等に伴い、原材料を長期間にわ

たって購入する契約の履行において今後発生する可能性のある損失

に備えるため、その発生見込額を計上しております。

ヘ．事業構造改善引当金 　事業構造改善に伴う費用の支出に備えるため、その発生見込額を

計上しております。

④　収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容

については、「７．収益認識に関する注記　(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎と

なる情報」に記載のとおりであります。また、当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通

常の時点）は、主として約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービス

と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定に含めて計上しております。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る負債の計上基準　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務に基づき計上しております。

　数理計算上の差異は、主として、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

しております。

　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産

の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額

に計上しております。

ロ．繰延資産の処理方法

株式交付費 　支出時に全額費用として処理しております。

－ 3 －
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表示方法の変更に関する注記、会計上の見積りに関する注記、連結貸借対照表に関する注記

２．表示方法の変更に関する注記

（連結貸借対照表）

前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「未払金」（前連結会計年度

2,167,758千円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しております。

(1) 棚卸資産 13,089,745千円

（内訳）商品及び製品 7,583,379千円

仕掛品 367,221千円

原材料及び貯蔵品 5,139,145千円

買付契約評価引当金 2,007,172千円

(2) 有形固定資産 5,715,528千円

無形固定資産 1,531,240千円

３．会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計

年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。

当社グループは、通常の販売目的で保有する棚卸資産については、正味売却価額が取得原価より下落し

ている場合における正味売却価額又は処分見込価額と取得原価との差額を原則として売上原価に認識して

おります。処分見込価額については、当該製品の販売終了時期の見込みに関する情報を使用しておりま

す。また、営業循環過程から外れて滞留する棚卸資産については、将来の需要や市場動向を反映して正味

売却価額を算定しております。なお、通常の販売目的で保有する棚卸資産と営業循環過程から外れた棚卸

資産を区分し評価する基礎として、客観的に把握可能な直近の出荷実績を使用しております。市場環境が

予測より悪化して正味売却価額又は需要が著しく下落した場合には、損失が発生する可能性があります。

また、当社グループは、将来の製品生産の予測に基づきサプライヤーが買付けた部材に関して、販売動

向の変化等によりその製品生産の予測を見直した結果、蓋然性が高く最終的に過剰となることが見込まれ

る金額を買付契約評価引当金として計上しております。市場環境が予測と乖離して需要が変動した場合に

は、翌連結会計年度に係る連結計算書類において当該引当金の計上額に重要な影響を及ぼす可能性があり

ます。

当社グループが保有する固定資産については、「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき、減損処理

の要否を検討しております。減損損失の測定にあたり使用する回収可能価額の算定にあたっては、将来キ

ャッシュ・フローを適正な割引率で割り引いた使用価値等様々な仮定を用いております。市場環境の変化

や競合その他の理由によって事業の収益性が低下し、保有する固定資産が十分なキャッシュ・フローを創

出できないと判断される場合は、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。

－ 4 －
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(3) 繰延税金資産 5,256,365千円

当社グループは、繰延税金資産の計上額を見積る場合、合理的な仮定に基づく業績予測によって、将来

の課税所得又は税務上の欠損金を見積り、繰延税金資産の回収可能性を判断することとしております。こ

の仮定については、過去の実績及び翌連結会計年度の計画等に基づき将来の業績予測を見積っております

が、今後の市場動向等により、翌連結会計年度に係る連結計算書類において繰延税金資産に重要な影響を

及ぼす可能性があります。

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 12,227,698千円

コミットメントラインの総額 3,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 3,000,000千円

４．連結貸借対照表に関する注記

(2) コミットメントライン契約

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行とコミットメントライン契約を締

結しております。当該契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

－ 5 －
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株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 158,000,000株 －株 6,000,000株 152,000,000株

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 1,762,392株 11,044,301株 6,050,504株 6,756,189株

　2023年５月11日開催の取締役会において次のとおり決議しました。

・配当金の総額 3,124,752千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 20円00銭

・基準日 2023年３月31日

・効力発生日 2023年６月７日

　2024年５月９日開催の取締役会において次のとおり決議しました。

・配当金の総額 2,904,876千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 20円00銭

・基準日 2024年３月31日

・効力発生日 2024年６月５日

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

（注）発行済株式の総数の減少は、2024年１月31日開催の取締役会決議に基づく自己株式の消却6,000,000

株によるものであります。

(2) 自己株式の数に関する事項

（注）１．自己株式の数の増加は、2023年５月11日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得1,635,000

株、2023年10月31日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得9,409,300株及び単元未満株式

の取得１株によるものであります。

２．自己株式の数の減少は、2023年７月14日開催の取締役会決議に基づく譲渡制限付株式報酬として

の自己株式の処分50,504株及び2024年１月31日開催の取締役会決議に基づく自己株式の消却

6,000,000株によるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

－ 6 －
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６．金融商品関係に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループの資金調達は、低コストでの安定調達の観点から、主として内部資金により賄う方針で

あります。ただし、運転資金等の短期資金需要の一部について、短期借入金等により賄う場合がありま

す。また、長期資金需要についても、必要に応じて金融機関からの長期借入や社債発行、株式発行等の

適切な手段を選択して柔軟に対応する方針であります。

資金運用については、流動性が高く、かつ高格付を有する、安全性の高い金融商品に限定して行いま

す。

なお、デリバティブ取引は、将来の為替変動等によるリスク回避のみを目的として利用しており、投

機的な取引は一切行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに対しては、取引先ご

とに期日管理及び残高管理を行うとともに、与信限度管理規程等に従い取引先の信用状況を定期的に把

握する体制を取っております。

投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リ

スク及び発行体（取引先企業）の信用リスクに晒されております。当該リスクに対しては、定期的に時

価や発行体の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しておりま

す。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。借入金のうち、短期借入

金は、主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は、主に資金の長期的な安定化を確保すること

を目的とした資金調達であります。短期借入金は変動金利で契約していることから、金利の変動リスク

に晒されておりますが、長期借入金については、固定金利で契約しております。また、営業債務や借入

金は、流動性リスクに晒されておりますが、月次の資金繰り計画を作成するなどの方法により管理して

おります。

また、デリバティブ取引については、外貨建金銭債権債務の為替変動リスクをヘッジする目的で、為

替予約取引を利用しております。デリバティブ取引の執行・管理については、財務部門が決裁担当者の

承認を得て行っております。また、デリバティブ取引に関する債務不履行リスクを軽減するため、取引

先は高格付を有する金融機関に限定しております。
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（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

投資有価証券 1,588,626 1,588,626 －

資産計 1,588,626 1,588,626 －

長期借入金（１年内返済予定の長期借
入金を含む）

9,000,000 9,007,969 7,969

負債計 9,000,000 9,007,969 7,969

（単位：千円）

１年以内
１年超

２年以内
２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 5,000,000 － － － － －

長期借入金（１年内返済予

定の長期借入金を含む）
2,000,000 － － － 7,000,000 －

合計 7,000,000 － － － 7,000,000 －

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額25,520千円）は、「投資有価証券」には含め

ておりません。また、「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」「短期借入金」「未払金」「未払法人税

等」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであるこ

とから、記載を省略しております。

（注）短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額
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金融商品関係に関する注記

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 1,588,626 － － 1,588,626

資産計 1,588,626 － － 1,588,626

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
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金融商品関係に関する注記

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内返
済予定の長期借入金を
含む）

－ 9,007,969 － 9,007,969

負債計 － 9,007,969 － 9,007,969

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値に基づいて算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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収益認識に関する注記、１株当たり情報に関する注記、重要な後発事象に関する注記

（単位：千円）

報告セグメント

ブランド製品事業
テクノロジー

ソリューション事業
計

日本 5,364,991 50,978,121 56,343,112

米国 9,351,676 887,137 10,238,813

欧州 9,573,507 807,029 10,380,536

中国 2,855,653 22,286,746 25,142,399

その他 6,668,381 10,021,496 16,689,877

顧客との契約から生じる収益 33,814,208 84,980,529 118,794,737

外部顧客への売上高 33,814,208 84,980,529 118,794,737

７．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　当社及び連結子会社では、ブランド製品事業において、ペンタブレット及び関連するソフトウェアの開

発・製造・販売、テクノロジーソリューション事業において、デジタルペン、マルチタッチセンサー及び

タッチパネルなどの部品及びモジュールの開発・製造・販売を行っております。これらの製品の販売につ

いては、主として約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に

受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足

後、別途定める支払条件により１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。
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収益認識に関する注記、１株当たり情報に関する注記、重要な後発事象に関する注記

（単位：千円）

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 12,084,369

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 12,899,977

契約負債（期首残高） 554,481

契約負債（期末残高） 792,379

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①　契約資産及び契約負債の残高等

　契約負債は、主に製品の引渡前に顧客から受け取った対価であります。

　なお、契約負債の残高に重要性が乏しく、当連結会計年度に認識した収益のうち期首現在の契約負債

残高に含まれていた金額に重要性はありません。

②　残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいては、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上

の便法を適用し、残存履行義務に配分した取引価格の注記を省略しております。

(1) １株当たり純資産額 247円64銭

(2) １株当たり当期純利益 29円64銭

８．１株当たり情報に関する注記

借入先 株式会社埼玉りそな銀行 株式会社三菱ＵＦＪ銀行

使途 短期運転資金 短期運転資金

借入金額 20億円 30億円

借入金利 基準金利＋スプレッド 基準金利＋スプレッド

借入実行日 2024年４月30日 2024年５月31日

返済予定日 2024年７月31日 2024年８月30日

担保、保証の有無 無担保、無保証 無担保、無保証

９．重要な後発事象に関する注記

（多額な資金の借入）

　当社は、2024年４月12日開催の取締役会において、以下のとおり借入を行うことを決議しました。2024年

４月30日実行分については、同日に実行しております。
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収益認識に関する注記、１株当たり情報に関する注記、重要な後発事象に関する注記

（自己株式の取得及び自己株式の消却）

　当社は、2024年５月９日開催の取締役会において、会社法第459条第１項及び当社定款の規定により読み

替えて適用される同法第156条第１項の規定に基づき、自己株式を取得することを決議するとともに、会社

法第178条の規定に基づき、自己株式を消却することを決議し、自己株式の消却を実施しました。

(1) 自己株式の取得及び自己株式の消却を行う理由

　当社は、中期経営方針『Wacom Chapter３』のもと、株主還元を重要な経営課題と認識しており、2021

年５月12日開催の取締役会において、2025年３月31日までの期間に総額100億円を上限とする自己株式の

取得を実施する「自己株式の取得に係る方針」を策定しております。また、2023年１月31日開催の取締役

会では、2025年３月31日までの期間に総額100億円を上限とする自己株式の追加的な取得を実施する「自

己株式の追加的な取得に係る方針」を策定し、これらの結果、中期経営方針『Wacom Chapter３』の対象

期間において、総額200億円を上限とする自己株式の取得を実施する方針としております。

　以上の方針に基づき、現下の投資機会、資本効率、株価水準等を総合的に勘案した上で、自己株式の取

得及び自己株式の消却を実施するものであります。

(2) 取得の内容

①　取得する株式の種類　　　当社普通株式

②　取得する株式の総数　　　6,000,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合　4.13％）

③　株式の取得価額の総額　　30億円（上限）

④　取得する期間　　　　　　2024年５月10日～2024年９月30日

⑤　取得する方法　　　　　　東京証券取引所における市場買付け

(3) 消却の内容

①　消却する株式の種類　　　当社普通株式

②　消却する株式の総数　　　6,000,000株

（消却前の発行済株式総数に対する割合　3.95％）

③　消却日　　　　　　　　　2024年５月16日

④　消却後の発行済株式総数　146,000,000株
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その他の注記

用途 場所 種類 減損損失（千円）

事業用資産
（ブランド製品事業）

東京都新宿区他

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

ソフトウエア

763,343

ドイツ連邦共和国

デュッセルドルフ市他

建物及び構築物

工具、器具及び備品

リース資産

70,470

アメリカ合衆国

オレゴン州

ポートランド市他

工具器具備品

リース資産
46,327

中華人民共和国

北京市他

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

リース資産

ソフトウエア

31,975

インド共和国

ニューデリー市他

工具、器具及び備品

リース資産
15,280

大韓民国

ソウル特別市他

工具、器具及び備品

リース資産
9,845

台湾

台北市他

工具、器具及び備品

ソフトウエア
1,971

オーストラリア連邦

ニューサウスウェールズ州

ノースライド他

工具、器具及び備品 1,063

シンガポール共和国

シンガポール他
工具、器具及び備品 267

合計 940,541

10．その他の注記

（減損損失）

当連結会計年度において、当社グループは次の資産グループについて減損損失を計上しております。

当社グループは、原則として、事業用資産については事業単位を基準としてグルーピングを行っておりま

す。

当連結会計年度においてブランド製品事業の収益性が低下したことにより、当該資産グループの帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（940,541千円）として特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローがマイナスであるた

め使用価値を零としております。また、割引前将来キャッシュ・フローがマイナスであるため割引率の記載

を省略しております。
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その他の注記

（和解金）

特別損失に計上した和解金は、ブランド製品事業において、サプライヤーに生じた余剰部材の処理を目的

に、一部のサプライヤーとの和解に関する協議を経て、当社が支払うことを決定した金額を計上したもので

あります。
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重要な会計方針に係る事項に関する注記

市場価格のない株式等以外の

もの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等 　移動平均法による原価法を採用しております。

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式 　移動平均法による原価法を採用しております。

②　有価証券

その他有価証券

③　デリバティブ 　時価法を採用しております。

④　棚卸資産 　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 　定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　　３～57年

構築物　　　　　　　　　　　４～30年

機械及び装置　　　　　　　　　　７年

工具、器具及び備品　　　　　２～15年

②　無形固定資産 　定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当

事業年度負担額を計上しております。

③　役員賞与引当金 　役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基

づき計上しております。

④　製品保証引当金 　製品保証に伴う費用の支出に備えるため、過去の実績率に基づき発

生見込額を計上しております。
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重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑤　退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

⑥　買付契約評価引当金 　製品販売市場での急激な需要低迷等に伴い、原材料を長期間にわた

って購入する契約の履行において今後発生する可能性のある損失に備

えるため、その発生見込額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容は、連結計算書類

の「連結注記表　７．収益認識に関する注記　(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎と

なる情報」に記載のとおりであります。履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）

は、主として約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け

取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　繰延資産の処理方法

株式交付費 　支出時に全額費用として処理しております。

②　退職給付に係る会計処理方法 　未認識数理計算上の差異の取扱いは、連結計算書類における取扱い

と異なっております。
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会計上の見積りに関する注記、貸借対照表に関する注記

(1) 棚卸資産 8,134,456千円

（内訳）商品及び製品 2,798,000千円

仕掛品 340,078千円

原材料及び貯蔵品 4,996,378千円

買付契約評価引当金 2,007,172千円

(2) 有形固定資産 3,712,415千円

無形固定資産 1,530,933千円

(3) 繰延税金資産 4,365,403千円

２．会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計

算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。なお、会計上の見積りの内容に

関する理解に資する情報については、連結注記表に注記している事項と同一であるため、記載を省略してお

ります。

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 8,453,269千円

ワコムテクノロジー 181,692千円

計 181,692千円

①　短期金銭債権 2,702,303千円

②　短期金銭債務 1,492,197千円

コミットメントラインの総額 3,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 3,000,000千円

３．貸借対照表に関する注記

(2) 保証債務

　関係会社の関税等支払に対して、債務保証を行っております。

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務

(4) コミットメントライン契約

運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行とコミットメントライン契約を締結しております。

当該契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
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損益計算書に関する注記、株主資本等変動計算書に関する注記、税効果会計に関する注記

売上高 4,841,227千円

仕入高等 6,161,169千円

②　営業取引以外の取引高 86,729千円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

①　営業取引による取引高

株 式 の 種 類
当事業年度

期首の株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末の
株式数

普 通 株 式 1,762,392株 11,044,301株 6,050,504株 6,756,189株

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

（注）１．自己株式の数の増加は、2023年５月11日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得1,635,000

株、2023年10月31日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得9,409,300株及び単元未満株式

の取得１株によるものであります。

２．自己株式の数の減少は、2023年７月14日開催の取締役会決議に基づく譲渡制限付株式報酬とし

ての自己株式の処分50,504株及び2024年１月31日開催の取締役会決議に基づく自己株式の消却

6,000,000株によるものであります。

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、棚卸資産、ソフトウエア、買付契約評価引当金、退職給付引当金等の

将来減算一時差異であり、評価性引当額1,280,024千円を控除しております。評価性引当額は、主に将来減

算一時差異に対して計上しております。
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収益認識に関する注記、関連当事者との取引に関する注記、１株当たり情報に関する注記

７．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類「連結注記表　７．収益

認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

種 類
会 社 等 の
名 称

資 本 金 又
は 出 資 金
( 千 円 )

事 業 の
内 容

議決権等の
所有（被所
有 ） 割 合
( ％ )

関連当事者
と の 関 係

取 引 の
内 　 容

取 引 金 額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

子会社

ワ コ ム
ヨ ー ロ ッ パ

557,648
当社電子機器
製品の販売及
び開発

（所有）
直接100

役員の兼任
製品の販売
及び移転価
格調整金

2,826,461 売掛金 714,705

ワ コ ム
テクノロジー

1,020,249
当社電子機器
製品の販売及
び開発

（所有）
直接100

役員の兼任
製品の販売
及び移転価
格調整金

△523,146 売掛金 1,513,656

ワ コ ム
チ ャ イ ナ

187,017
当社電子機器
製品の販売及
び開発

（所有）
直接100

役員の兼任

製品の販売
及び移転価
格調整金

267,310

未払金 890,804

役務の提供 1,435,934

８．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．一般取引条件を参考に、両者協議の上決定しております。

２．移転価格調整金は、移転価格税制に関する調整金額であります。

(1) １株当たり純資産額 180円51銭

(2) １株当たり当期純損失 ０円14銭

９．１株当たり情報に関する注記
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重要な後発事象に関する注記

借入先 株式会社埼玉りそな銀行 株式会社三菱ＵＦＪ銀行

使途 短期運転資金 短期運転資金

借入金額 20億円 30億円

借入金利 基準金利＋スプレッド 基準金利＋スプレッド

借入実行日 2024年４月30日 2024年５月31日

返済予定日 2024年７月31日 2024年８月30日

担保、保証の有無 無担保、無保証 無担保、無保証

10．重要な後発事象に関する注記

（多額な資金の借入）

　当社は、2024年４月12日開催の取締役会において、以下のとおり借入を行うことを決議しました。2024年

４月30日実行分については、同日に実行しております。
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重要な後発事象に関する注記

（自己株式の取得及び自己株式の消却）

　当社は、2024年５月９日開催の取締役会において、会社法第459条第１項及び当社定款の規定により読み

替えて適用される同法第156条第１項の規定に基づき、自己株式を取得することを決議するとともに、会社

法第178条の規定に基づき、自己株式を消却することを決議し、自己株式の消却を実施しました。

(1) 自己株式の取得及び自己株式の消却を行う理由

　当社は、中期経営方針『Wacom Chapter３』のもと、株主還元を重要な経営課題と認識しており、2021

年５月12日開催の取締役会において、2025年３月31日までの期間に総額100億円を上限とする自己株式の

取得を実施する「自己株式の取得に係る方針」を策定しております。また、2023年１月31日開催の取締役

会では、2025年３月31日までの期間に総額100億円を上限とする自己株式の追加的な取得を実施する「自

己株式の追加的な取得に係る方針」を策定し、これらの結果、中期経営方針『Wacom Chapter３』の対象

期間において、総額200億円を上限とする自己株式の取得を実施する方針としております。

　以上の方針に基づき、現下の投資機会、資本効率、株価水準等を総合的に勘案した上で、自己株式の取

得及び自己株式の消却を実施するものであります。

(2) 取得の内容

①　取得する株式の種類　　　当社普通株式

②　取得する株式の総数　　　6,000,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合　4.13％）

③　株式の取得価額の総額　　30億円（上限）

④　取得する期間　　　　　　2024年５月10日～2024年９月30日

⑤　取得する方法　　　　　　東京証券取引所における市場買付け

(3) 消却の内容

①　消却する株式の種類　　　当社普通株式

②　消却する株式の総数　　　6,000,000株

（消却前の発行済株式総数に対する割合　3.95％）

③　消却日　　　　　　　　　2024年５月16日

④　消却後の発行済株式総数　146,000,000株
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